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公立小学校教育の非効率と要因分析
∗  

 
齊藤仁 ✝  

要旨  

現在の日本の国・地方の財政状況では、教育に費やせる費用はさらに限ら

れてしまうと考えられるため、もっとも基本的な公共サービスである初等教

育においても効率化が可能である。また、今後の日本における人的資本の質

の向上を図るためにも、教育の効率化を避けて通ることはできないと考えら

れる。  

そこで本稿は、日本における初等教育の重要な部分を占める小学校教育の

費用非効率性を、確率的フロンティア分析（ SFA）の手法を用い実証研究を

行った。その結果、非効率性があることが実証できた。そして非効率性をト

ービットモデルで分析した結果、児童の減少が非効率を引き起こす一方、学

校の減少が効率性を増加するということが実証された。また、費用非効率性

を測るための費用関数の推計から、小規模校より大規模校のほうが費用は少

なくて済むとも実証された。さらに、兼務教員を活用している自治体のほう

が効率的になっているということが実証できた。  

以上より学校の統廃合や出来る限り兼務教員の活用を進めていくことに

よって、非効率性は改善できると本稿の結果から推察できる。  
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1.  はじめに  

 

現在日本は国と地方の財政状態は極めて厳しい。このような状況下では、

国と地方の行財政効率化が求められている。そこで、本稿では地方につい

て見てみる。まず地方 (都道府県と市町村の平成 18 年度の決算では )の支出

額は、純計額で約 89 兆円であり、これは対 GDP 比で約 17.5%である。  

そしてその内訳を目的別歳出項目 (民生費、衛生費、教育費など )で見て

いくと、もっとも割合が高いのは、民生費で約 19%である。これは高齢化

の進展により、社会保障などに地方も多くの予算を費やさなければならな

い現状の結果でと考えられる。次に割合が高いのは、教育費で約 18.4%で

ある。ここで、少し前の平成 15 年度決算の同じ項目を見ると、民生費は

全体の約 15.7%で、教育費は約 18.6%である。つまり 4 年間の間で支出順

位が逆転をしていることが分かる。このように、さらなる少子・高齢化の

社会ではこれからも教育に使われる予算が減少していくと予想される。そ

こで、これからも日本が教育に力を入れて行くためには、効率的な教育財

政運営が求められている。  

そこで近年、地方自治体の創意工夫を促すべく義務教育における地方自

治体の裁量を大きくする政策がとられている。たとえば、 2004 年度には

総額裁量制が導入された。それまでは給与や教職員定数について、国によ

って、かなりの部分を定められていたが、この制度の導入で地方自治体が

裁量的に給与や教職員定数について決定を行えるようになった。  

日本でも地方自治体の教育費に関する研究が蓄積されてきた。まず、教

育支出に関する研究としては、小川・棚橋 (2007)、赤井・竹本 (2008)や内

閣府 (2009)があげられる。小川・棚橋 (2007)と赤井・竹本 (2008)は都道府県

の教育費を対象とした研究であり、内閣府 (2009)は市町村の教育費の研究

である。ただし、これは義務教育を含む、教育費すべてに関する研究であ

る。教育費 (都道府県と市町村の合計 )の中で、義務教育に関する費用は平

成 18 年度決算では全体の約 47.2%を占めている。つまり、地方自治体の

教育に関する効率性について分析する上で、教育費の中で大きな部分を占

める義務教育についての分析は重要である。  
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そこで、義務教育に関する研究として、苅谷 (2006)と Ohtake・Sano(2010)

がある。苅谷 (2006)では、教育機会の均等について研究がおこなわれてお

り、 Ohtake・ Sano(2010)では、義務教育費支出と高齢化について研究が行

われている。  

以下で、義務教育について現状をみてみる。 [図表 1]のように同じ義務

教育であっても、小学校と中学校では公立に通う児童・生徒割合に違いが

みられる。近年は公立の小学校に通う児童割合は、1975 年度には 98.9%で

あるのに対して、2008 年度は 98.3%であり、若干減少しているものの、高

い水準にある。  

それに対して、公立中学校に通う生徒は減少傾向にある。 1975 年度に

は公立の中学校に通う児童の割合が、 96.02%であるのに対して、 2008 年

度には 91 .9%と減少している。2008 年度には児童のほとんどが公立の小学

校に通っているが、中学生の約 12 人に 1 人が公立の中学校に通っていな

い。その上、近年では私立中学校の数は増加しているが、私立中学校に通

う児童の割合は 2006 年度には秋田県で 0.26%、東京都で 26%と大きく地

域差がある。  

 

[図表  1 ]公立小学校と中学校に通う生徒割合の変化 (1975～ 2008 年 )  

 

出所 )文部科学省資料「平成 18 年度学校基本調査」より作成  

 

このため、小学校と中学校を合わせて分析を行った Ohtake・ Sano(2010)
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には課題が残されていると考えられる。そこで本稿では小学校教育に焦点

を当てて分析を行う。そこで、実際に公立の小学校に関する費用の現状を

みると、以下の通りである。 ( [図表 2]、 [図表 3]参照 )  

 

 [図表  2 ] 児童 1 人当たり教育費 (消費的支出 )のヒストグラム  

 

出所 )文部科学省資料「平成 19 年度地方教育費調査」より作成  

 

[図表  3 ] 児童 1 人当たり教育費 (消費的支出 )と児童数の関係  

 

出所 )文部科学省資料「平成 19 年度地方教育費調査」より作成  
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児童 1 人当たり教育費 (消費的支出 )のヒストグラムである [図表 2]より児

童 1 人当たり教育費には、約 102 万円から約 61 万円までと、かなりばらつ

きがあるのが見てわかる。そしてそのバラツキは、規模の経済など環境的な

要因の違いが考えられる。そこで、 [図表 3]で児童 1 人当たり教育費と児童

数の関係をみると、児童数が増加すると、児童 1 人当たり教育費が減少する

傾向がみて取れる。しかし、それだけでは説明し難いところも存在する。そ

れが児童数以外の環境的要因の違いから生じたものか、それとも非効率から

生じたものかは、判別できない。  

しかし、これが非効率性から生じたものだと改善する必要がある。  

そこで、本稿では都道府県によって効率的な教育財政運営が行われている

のか。もし非効率が生じているなら、どのような要因で生じているのかを分

析する。  

 

2.  先行研究  

 

 まず、地方自治体の費目別 1 人当たり歳出の研究の中でも、費目別歳出

の研究を行っている研究 (ex .中井 (1988)、林 (2002)等 )が多々あり、最近の研

究では内閣府 (2009)がある。この中では主に市町村合併によって、歳出はど

のように変化したかを目的に研究されている。  

内閣府 (2009)では、地方財政の研究の中で 1 人当たり歳出と人口の間には

U 字型の関係にあるという先行研究と同様に、すべての目的別歳出において

も人口との間には U 字型の関係があると推計されていた。教育費についても

人口とは U 字型であると推計されていた。  

この教育費と人口の間には U 字型の関係があると推計されていたのは、

2005 年度の単年度のクロスセクションの市町村別データを用いて推計され

ていていた。  

さらに同様の研究で、都道府県データを用いて推計を行ったものに赤井・

竹本 (2008)がある。赤井・竹本 (2008)は効率的行政区域と事務配分のあり方

に関する実証分析を目的に行っているが、その中で都道府県の目的別歳出に

関する分析も行っている。その中で、教育費に関しても分析が行われており、
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教育費と人口の間には U 字型の関係が存在するという推計結果になってい

る。  

次に義務教育に関する研究として、 Ohtake・ Sano(2010)がある。この中で

は 1975 年～ 2005 年の 5 年おきの都道府県データを用いて、海外の研究で言

われている高齢化が進展することによって、昔は高齢化率と義務教育費は正

の関係にあったものが、近年は義務教育費と高齢化率は負の関係にあるとい

うことを目的に研究をされている。  

また、海外の研究で、高齢化率と義務教育費支出は同時決定の可能性を指

摘されているので、 Ohtake・ Sano(2010)では、高齢化率の 1 期ラグを操作変

数として用いて、操作変数法で推計を行っている。  

Ohtake・Sano(2010)の推計結果、欧米の研究と同様に日本でも 1990 年以前

は義務教育費と高齢化率は正の関係にあったが 90 年以降、義務教育費と高

齢化率には負の関係にあると実証されていた。さらにそのような構造変化し

たのは 1993 年ごろと推定されている。  

さ ら に 教 育 社 会 学 の 研 究 で 教 育 費 と 財 政 力 の 関 係 に つ い て 研 究 を 行 っ て

いるものに、苅谷 (2006)がある。苅谷 (2006)では機会均等教育についての研

究が行われている。そしてこの中では、児童 1 人当たり小学校教育費 (消費

的支出 )と都道府県の財政状態を表す変数の 1 つである、財政力指数の相関

係数について、研究を行われている。さらに、 1974 年ごろから財政状態と

児童 1 人当たり教育費は負の相関があるとされている。  

また、都道府県の部門別の非効率性を測定した研究が小川・棚橋 (2007)が

あ る 。 こ の 中 で 民 生 ・ 総 務 ・ 教 育 な ど の 8 部 門 を そ れ ぞ れ 部 門 別 に Data 

Envelopment  Ana lys i s (DEA)を用いて非効率性の検出が行われている。その中

の教育部門については小学校、中学校、高校などそれぞれについてアウトプ

ットを定めているが、本稿の対象となる小学校についていえば、児童数と不

登 校 に よ る 長 期 欠 席 児 童 比 率 (児 童 千 人 当 た り )を ア ウ ト プ ッ ト と し て 定 め

ている。  

この分析の中で、教育部門は全部門のうち最も効率値が高く地域間にあま

り差がないと推計されている。しかし、それでも全国平均で約 8％程度の資

源ロスが存在していると推計されているので、都道府県が行う教育全般 (小
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学校、中学校、高等学校、特殊学校、社会教育、保健体育 )で非効率が存在

すると実証されている。しかし、日本の小学校に限定した費用非効率性に関

する研究は見当たらない。  

 

3.  本稿のモデル  

 

都道府県が解くべき費用問 は、以下のように考えられる。  題

min
h L ,       C W h L W h L  h L

s. t.     N AF h L , h L  

ここで W は本務教員の賃金率のことであり、W は兼務教員の賃金率のこと

を表している。また L は本務教員数であり、 L は兼務教員数、 h は本務教員

の労働時間 h は兼務教員の労働時間を表している。さらに、 N は在籍してい

る児童数を表しており、 A は生産関数における生産のシフトパラメータ、 C

は都道府県内で実際にかかった総費用 、経常的な費用である。  のうち

よって、本モデルでの費用関数は、C C W , W , N となる。しかし、教員の

労働時間に関するデータは入手困難であり、賃金率に関する変数の作成は困

難である。そこで賃金率の代わりに、本務教員と兼務教員の平均賃金、W h と

W h を用いる。  

そこで、本稿では、費用関数を C C W h , W h , N として推計を行う。ここ

で、費用関数の形をコブ・ダグラス型の費用関数だと仮定して両辺に自然対

数をとると、費用関数は  

lnC α β lnW h β lnW h β lnN βJ

K

J

AJ 

と記述できる。  

ここで、 AJは費用関数におけるコントロール変数である。そのコントロー

ル変数として大きく分けて以下の２種類が費用に影響すると考えられる。そ

れは、教育の質 (Q)と環境要因 (Z)の 2 種類であると考えられる。  

なぜなら教育の質が高い所や、環境要因によって費用は変化する可能性が

ある。まず教育の質についてだが、児童 1 人当たり本務教員数が多いほど一
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般的に教育の質が高いと考えられており、また 1 学校当たりの児童数が多い

ほどクラブ活動などいろいろな取り組みをし易く、教育効果が高いと考えら

れている。  

さらに近年は不登校児童が多くなり、公立小学校でも不登校児についての

対策が取られている。そこで、不登校児童が少ない方が、教育に力を入れて

いるとも考えられるので、不登校児童割合も教育の質だと考えられる。しか

し、以上のような教育の質を上げるためには費用が増加すると考えられる。 

次に環境要因だが、自治体が、裁量的にいろいろな取り組みをして、教育

に関する予算を増やすように努力をしているかもしれない。さらに政令市は

ほかの市町村より権限が大きい (地方教育行政の組織及び運営に関する法律

の第 58 条で、定められている )ので、費用がほかの市町村と比べると増加す

ると考えられるからである。また特別な支援が必要な児童の為の特別支援学

級割合によって費用が変化する可能性も考えられる。さらに児童 1 人当たり

面 積 が 大 き い と 学 校 の 数 が た く さ ん 必 要 に な り 同 じ 児 童 数 で も よ り 多 く の

費用が必要になってしまうと考えられる。  

よって、費用関数の推計の際の AJには、児童 1 人当たり本務教員数、 1 学

校当たりの児童数、不登校児童割合、自治体の裁量に関する変数、政令市に

関する変数、特別支援学級割合、児童 1 人当たり面積を変数として用いる。 

 

4.  推計方法  

 

 2001 年～ 2006 年の都道府県のパネルデータを用いて、Stochas t i c  Fron t ie r  

Analys is (SFA)で効率値の推定を行う。  

2001 年から 2006 年度のデータで分析を行うのは、2006 年が本稿作成段階

で、すべての最新のデータがそろう年である。そして 2001 年には、それま

で 1 学級 40 人を下回る学級編成を行うことが都道府県の裁量では不可能で

あったが、それが 2001 年に変更され 40 人学級を下回る学級編成が都道府県

の裁量によって可能になったことで、それ以前までとは違った教育運営にお

ける行動の変化が出ている可能性がある。  

だから、それ以前のデータとは構造変化を起こしている可能性がある。ま
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た都道府県のデータを用いるのは、教育費の多くを占める教員の人件費は、

都 道 府 県 と 国 が 負 担 し て い て 市 町 村 は あ ま り 教 育 に お 金 を 出 し て い な い の

で、都道府県データ 1 を用いて分析を行っている。  

なお今回の推計する費用には、投資的経費に関する費用が入っていないの

で、資本に関する価格は費用関数には入らない。  

今回推計する費用関数：  

, , , , , , , ,  

ここで SFA では、このモデルの乖離部分には非効率性も入っていると考

えられ、このモデルの乖離部分ｖ , を非効率項と本来の誤差項に分けると考

え、誤差項ｖ , は うになると仮定する。  以下のよ

誤差項：  ｖ , , ,  

ここで、 , は非効率項であり、 , は I ID の誤差項である。  

以上のモデルを最尤法を用いて推計を行う。  

パ ネ ル の SFA で は 非 効 率 項 が 時 間 に よ っ て 非 効 率 性 が 変 化 す る モ デ ル

(Time-vary ing  decay  ineff ic iency  model )と非効率項が時間によって非効率性

が変化しないモデル (Time- inva r i an t  ine ff i c en e l ２つに けられる。 i cy  mod )の 分

Time-vary ing  decay  ineff i c iency  model では u exp η ｔ Ｔ u と仮定して

推計する。一方 Time- invar ian t  ineff i c iency  model では u , ＝ u と仮定し推計す

る。ちなみに u ～ N µ,σ µ ( i , i ,d )であり、 , ～ N 0, σ
ε

( i , i ,d )と仮定して推計を

行っている。  

 

5.  データの説明  

 

 3 章で説明をしたモデルを用いて SFA を用いて、費用非効率を推計する。

ここで被説明変数は公立小学校教育費の消費的支出を用いる。消費的支出を

用いるのは、経常経費で分析をするためである。  

                                                        
1  都道府県データと書いているが、実際に都道府県で掛った教育の消費支出

のことであり、その中身は国庫補助金や都道府県支出金、市町村分担金、地方

債などによって構成されている。  
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 そして説明変数としては、児童数、本務教員の賃金、兼務教員の賃金、

教育の質に関する変数（児童 1 人当たり本務教員数、1 学校当たりの児童数、

不登校児童割合）、環境要因に関する変数（自治体の裁量に関する変数と政

令市に関する変数、特別支援学級割合、児童 1 人当たり面積）を説明変数と

して用いる。まず、本務教員の人件費を本務教員数で割ることによって本務

教員の賃金を求めた。さらに兼務教員の人件費を兼務教員数で割ることによ

って兼務教員の賃金を求めた。  

しかし、図表 4 のデータの記述統計をみると、兼務教員の賃金 (平均年収 )

の最小値は 3 万 9 千円であり、最大値は 4158 万円である。これを見る限り、

あまり変数としての信頼性がないと思われる。その理由としては、兼務教員

の学校基本調査における定義では「本務者以外の者で、延べ数として把握し

ている。」となっているからである。つまり、文部科学省の例 2 では、「乙さ

んは A学校で本務の教員であり、B学校でも非常勤講師をやっている場合、A

学校で教員（本務者）1 人、B学校で教員（兼務者）1 人として計上」または、

「丙さんは A学校、B学校で非常勤講師をやっている場合、A学校で教員（兼

務者） 1 人、 B学校で教員（兼務者） 1 人、あわせて教員（兼務者） 2 人とし

て計上」となっている。このように同じ人物がダブルカウントされている場

合があり、兼務教員 1 人の正確な賃金を計算することが困難であることが考

えられる。よって、本稿の推計式から兼務教員の賃金を取り除いて推計を行

う。  

次に、費用関数のコントロール変数で教育の質と考えている変数であるが、

1 学校当たりの児童数は全児童数を全学校数（分校も含む）で割ることによ

って求めた。また不登校児童割合は長期欠席者数を全体の児童数で割ること

によって求めた。この長期欠席者は、病気、不登校、経済的理由などで、学

校を年間で 30 日以上休んでいる児童の総数である。  

しかし不登校児童だけでなく、長期欠席者率を不登校児童割合として用い

たのは、以下の理由がある。それは、不登校児童と病気欠席の児童を区別す

                                                        
2  文部科学省 HP：
( h t tp : / /www.mex t .go . jp /b_menu/ touke i / chousa01 /k ihon /yougo /1288105 .h tm )より

引用  
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ることの難しさである。実際のデータを見てみると 2006 年度において、長

期欠席者における病気による欠席者の割合は、最小が島根県の 10 .4%であり、

最大が愛媛県の 70％と大きな開きがある。さらに不登校の統計について研

究している山本（ 2008）の中で、「不登校」統計は分類者の主観に強く影響

されているとされている。  

そして本務教員数を児童数で割ることによって児童 1 人当たり本務教員

数を求めた。しかし、これは児童数と高い相関 3 を示し、多重共線性を引き

起こす可能性がある。そこで、各年度の児童 1 人当たり本務教員数の全国平

均でそれぞれの児童 1 人当たり本務教員数を割ることによって、基準化を行

い、これを本稿では、教育の質として説明変数に用いた。  

さらに環境要因に関する変数であるが、特別支援学級割合は、特別支援学

級数を全学級数（単式学級、複式学級、特別支援学級）で割ることによって

求めた。また、児童 1 人当たり面積はその都道府県の面積を児童数で割るこ

とによって求めた。  

ま た そ の 都 道 府 県 が 裁 量 的 に い ろ い ろ な 取 り 組 み を 追 加 し て い る こ と に

よって、費用を増加させているかもしれない。そこで、その裁量的に使い的

に出している地域をコントロールする必要がある。そこで、実際に支出した

金額 (建築分を除く )を基準財政額 (建築分を除く )で割ったものを、本稿では

そ の 都 道 府 県 が そ の 程 度 独 自 に 裁 量 的 に 追 加 し て 費 用 を 捻 出 し て い る の か

を表す変数として用いる。  

しかし、ここで分子の実際に支出した金額 (建築分を除く )と公立小学校教

育費の消費的支出は同時決定の可能性が高いので、同時決定バイアスを回避

するために、この裁量的に追加している割合を表す変数の 1 年前の値を用い

る。この変数を以下からは裁量と名付けて説明を行う。  

最後に政令市に関する変数としては、その年度の開始時期である 4 月 1 日

に政令市を持っている都道府県に１、それ以外の都道府県は０を入れた、ま

た東京都も特別区を持っているので同様だと考え、東京都にも 1 を入れ政令

市ダミーを作成して、それを定数項ダミーとして用いた。  

                                                        
3  具体的には 2006 年度のデータで児童 1 人当たり本務教員数と児童数の相関

係数は -0 .6855 であった。  
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[図表  4 費用関数に関する変数のデータの出所と記述統計 ]  

データの出所  

統計名  出所  データ  

学校基本調査  文部科学省  児童数、本務教員数、兼務教員数、  

学級数（合計）、長期欠席者率、  

学校数、支援学級数  

地方教育費調査報告  文部科学省  本務教員の人件費、兼務教員の人件費

小学校教育費 (消費支出 )  

基準財政需要額 (建築分を除く )  

民力データベース   面積  

 

データの記述統計  

変数  平均  標準誤差 最小  最大  単位  

公立小学校教育費  

(消費支出 )  
114 ,000 ,000 97,000 ,000  29 ,000 ,000 489 ,000 ,000  千円  

本務教員の賃金  7072 .139  408 .1327  6250 .413  8374 .341  千円  

兼務教員の賃金  3572 .92  5286 .259  39 .56  41585.93  千円  

児童数  151245.3  129435.2  33836  555245  人  

教育の質  1  0 .139662  0 .75029  1 .4248   

長期欠席者率  8 .625441  2 .222494  3 .95235  14 .7392  ‰  

裁量  1 .040355  0 .0804296 0.85  1 .36   

政令市ダミー  0 .255319  0 .436816  0  1   

支援学級割合  8 .704709  2 .947959  2 .85473  17 .3353  % 

1 学校あたり児童数  279 .5773  91 .25352  133 .151  541 .784  人 /校  

児童 1 人当たり面積  0 .0702934 0.0536338 0.0037857 0.2870419  人 /㎢  

サンプル数 ：282 
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6.  費用関数による推計結果  

 

パネルの SFA では、Time- invar ian t  ineff i c iency  model か Time-vary ing  decay  

ine ff ic iency  model の ど ち ら で 推 定 す る べ き か を 検 定 す る 必 要 が あ る 。

Time-vary ing  decay  mode l では、u exp η ｔ Ｔ u と仮定されているが、

η＝０ か ど う か を 検 定 す る こ と で 、 Time- invar ian t  ineff i c i ency  model か

Time-vary ing  decay  ineff i c iency  model のどちらで推定するべきかを検定する

ことが出来る。  

よってここで帰無仮説：η＝０を検定する。この検定はχ
２
分布にしたが

う。その検定の結果、 P 値は 0.471 であるので、帰無仮説は棄却されない。  

よって、Time- invar ian t  ineff i c iency  model で推計した方が良いと検定された。 

よってここでは、 Time- invar ian t  ineff i c iency  model の簡単な推計結果のみを

記載する。詳しい Time- invar ian t  ineff i c iency  model と Time-vary ing  decay  

ine ff i c iency  model の結果については、論文の補論１に記載しておく。  

[図表  5 費用関数での推計結果 ]  

被説明変数：公立小学校教育費 (消費支出 ) (サンプル数： 282)  

説明変数  符号  

Ln(児童数 )  +***  

Ln(本務教員の賃金 )  +***  

長期欠席者率  － ***  

教育の質  +***  

1 学校あたり児童数  － ***  

支援学級割合  +***  

政令市ダミー  +**  

児童 1 人当たり面積  +**  

裁量  +**  

定数項  +**  

非効率  あり  

***は 1%、 **は 5%、 *は 10%での有意水準  
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推計結果 4 より本稿のモデルにおいては、都道府県単位ではかった公立小

学校教育において費用非効率性があると推計された。  

そして費用関数の推計結果では、教育の質に関する変数についてみると、

児童 1 人当たり本務教員数を増やすと教育の質が上がるが、費用が増加する。

同様に長期欠席者数を減らすと教育の質が上がるが、費用が増加する。  

しかし、学校 1 人当たり児童数が増えると、教育の効果は上がるが、費用

が減少する。 以上のことから、教育の質を上げるには、概ね費用の増加が

必要であるが、学校 1 人当たり児童数を増やすと教育効果を高めることがで

き、かつ費用を減少させることができる。  

 次に環境要因に関する変数についてみると、支援学級割合が増加すると、

費用も増加する。政令市も権限が大きいから費用を増加させる。その都道府

県内で裁量的に教育費を追加で出している所の方が費用は高い。児童 1 人当

たり面積が広いほど費用は増加する。これは児童 1 人当たり面積が広いとそ

れだけ学校を多く作らなければならなくなり、同じ児童数でも児童 1 人当た

り面積が広い所の方が教員を多く必要になり、費用の増加をもたらす。  

 

7.  非効率性の要因分析  

 

都 道 府 県 単 位 で は か っ た 公 立 小 学 校 教 育 に お い て 費 用 非 効 率 性 が あ る と

推計されたので、以下では非効率性の要因について、分析を行いたい。  

まずこの非効率性について実際にそれぞれの値を計算すると、非効率性の

最小は 1.00368 であり、最大は 1.26181 である。この結果は、小川・棚橋 (2007)

と同様に地域間にそれほど大きな差がないと推計されたと考えられる。  

つぎに、その非効率性の要因に考えてみると、中井 (1996)では、義務教育

費が縮小しにくい理由として、「小規模校化」が挙げられている。小規模校

化は児童 1 人当たり教員数の増加に影響を与え、既存の施設や人員の余剰 (X

非効率 )を抱え込んでしまうので、児童の減少で削減すべきコストが、削減

                                                        
4  2004 年度に補助金の制度で総額裁量制が導入されたので 2004 年度以降のパ

ラメータにおいて構造変化をしている可能性がある。実際に Chow 検定で構

造変化の検定を行った結果、すべてのパラメータにおいて構造変化があると検

定された。しかし、そのパラメータの推計値は有意には推計されなかった。  
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しにくくなるとされている。  

さらに 1 学校当たりに児童数が多い  (学校規模が大きい )  と、先ほどの推

計結果より費用は少なくて済み、かつ一般的にクラブ活動などしやすくなり

教育効果も高いと考えられる。そこで、学校統廃合を行うなどの努力をして

小規模校化を抑えている都道府県は、効率的なのではないのかと考えられる。 

そこで、実際に学校数の変化と 1 学校当たり児童数の変化を見てみると、

1981 年ごろに 1 学校当たり児童数が最も多くなっており、それ以降は減少

傾向にある。 ( [図表 6]参照 )しかし、 2003 年頃から少し上昇傾向にある。こ

の理由としては、 2001 年頃から学校数がそれまでより多く減少しているか

らであると考えられる。  

 

 [図表  6 ]学校数の変化と１学校当たり児童数の変化  (1973 年～ 2009 年 )  
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出所 )文部科学省資料「学校基本調査年次統計」より作成  

 

 つまり、実際に都道府県は学校を減らすことによって、費用効率的に教育

財政運営を行おうと努力している可能性がある。そこで、児童が減少すると

学校数が変化しないと小規模校化して、非効率を起こすが学校の減少は、非

効率性を減らす影響を与えたと思われる。そこで、児童の減少は非効率を引

き起こしたのか。また学校の減少は非効率性を減少させたのかを見るために、

非効率性を説明する説明変数に児童の変化率と小学校の変化率を用いる。こ

こでの小学校数とは、本校と分校を合わせた公立小学校の数である。  
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 また、兼務教員を活用することによって、教育のサービスをあまり落とす

ことなくかつ教員の調整として兼務教員を活用して、費用の減少をしようと

しており、費用効率的に教育財政運営を行おうと努力している可能性もある。

しかし、 5 章で少しふれたが、兼務教員の数についての定義があいまいで、

兼務教員をどのくらい活用しているのかは、兼務教員の数からは判断しにく

い。そこで、本稿では兼務教員を活用することによって費用効率化への努力

をしている団体の指標として、教員の総人件費に占める兼務教員の総人件費

の比率を用いる。この変数は、本務教員の総人件費と兼務教員の総人件費を

足し合わせることによって、教員の総人件費が求まり、それを兼務教員の総

人件費で割ることによって作成する。  

 また、子供が多く生まれている地域とあまり生まれていない地域では、教

育財政運営をしていく上で、費用効率性に違いが生じると考えられる。なぜ

な ら も と も と 子 供 が ど ん ど ん 生 ま れ て い く 地 域 は あ ま り 少 子 化 対 策 を し な

くてもよいが、あまり子供が生まれていない地域では、それに合わせた教育

財政運営をしなければならず、非効率を生みやすいと考える。  

よって、子供が他の地域と比べてどの程度生まれているのかを表す指標と

して、合計特殊出生率をその地域の地域特性のコントロール変数として、非

効率を説明する説明変数として用いる。  

こ の 合 計 特 殊 出 生 率 は そ の 年 の 値 が 非 効 率 性 に 影 響 す る わ け で は な く ラ

グをとる必要がある。しかし、合計特出生率はそんなに大きく変化するとは

考えにくく、その地域の特性を表すものであるので、 1 年ラグをとることに

する。  

 

[図表  7 非効率性の分析に関する変数のデータの出所と記述統計 ]  

データの出所  

統計名  出所  データ  

学校基本調査  文部科学省  児童数、学校数  

人口動態調査  厚生労働省  合計特殊出生率  
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データの記述統計  

変数  平均  標準偏差 最小  最大  単位

非効率性  1.05319 0.043116 1.00368 1.26181    

児童の変化率  -0 .90066 0.935567 -2 .76997 1.35336  (％ )

学校の変化率  -1 .01378 1.165499 -6 .00601 0.851064  (％ )

教員総人件費に占める

兼務教員の人件費比率  
1.408104 1.765025 0.02359 6.612523  (％ )

合計特殊出生率  1.391064 0.134761 1 1.83    

サンプル数 ：282 

 

8.  非効率性の要因分析の推計結果  

 
費用関数を基に SFA で非効率性を測る場合、費用非効率性は最も効率的

なものを 1 になるように計算され、１より大きくなるほど、非効率性が大き

いという変数であるので、このように下限が制限されているような切断され

た分布を推計する場合に使われるトービットモデルを使って、非効率項の要

因分析の推計を行う。  

 

被説明変数：非効率性  

説明変数：児童の変化率、学校の変化率  、合計特殊出生率 (1 年ラグ )  

     教員総人件費に占める兼務教員の人件費比率 

 

以上のモデルでパネルトービットモデルを用いて推計を行った。そして、

パネルかプールかの検定の結果、 P 値が 0 .000 であり、パネルトービットモ

デルの方がよいと検定された。  

よって、以下ではパネルトービットモデルでの簡易な推計結果を記載する。 

詳しい推計結果については、論文の補論２に記載しておく。  
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[図表  8 非効率性の分析の推計結果 ]  

被説明変数：非効率性  

説明変数  符号  

児童の変化率  － ***  

学校の変化率  +***  

教員総人件費に占める兼務教員の人件費比率  － ***  

合計特殊出生率  － ***  

定数項  +***  

***は 1%、 **は 5%、 *は 10%での有意水準  

 

推計結果より、児童の減少は非効率を高くするという結果になった。また、

学校の減少は非効率性を低くするという結果になった。つまり都道府県で児

童の減少が起こったときに学校の統廃合などをしないところ (都道府県全体

として小規模校化した自治体 )は非効率を増加させ、学校を統廃合などして

学 校 を 減 ら し た 自 治 体 は 費 用 効 率 的 に 教 育 財 政 運 営 を 行 う こ と が 出 来 る よ

うになるということである。  

さらに、教員総人件費に占める兼務教員の人件費比率が高いほど非効率を

低くするという結果になった。つまり、全教員の中で兼務教員を多く活用し

ている自治体のほうが、教員の調整として兼務教員を活用して、費用の減少

をしようとしており、費用効率的な教育財政運営を行っているという結果に

なった。  

また、合計特殊出生率が高い地域ほど、効率的な教育財政運営を行いやす

いという結果になった。つまり、子供が多く生まれている地域とあまり生ま

れていない地域では、教育財政運営をしていく上で、費用効率性に違いが生

じるということである。  
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9.  まとめ  

 

都 道 府 県 単 位 で の 公 立 小 学 校 教 育 費 消 費 的 支 出 に お け る 効 率 性 を 測 る た

めに SFA を最尤法を用いて推計した結果、費用非効率性が生じていたこと

が分かった。しかし、全体として非効率性に都道府県ごとの差はそれほど大

きくなく、小川・棚橋 (2007)と同様の結果になったと考えられる。  

しかし教育の質を上げるには、本務教員数を増やすなど、概ねは費用の増

加が必要であるが、 1 学校あたり児童数を増やすと教育効果を高めることが

でき、かつ費用を減少させることができる。  

さらに、非効率性の要因を検証したパネルトービットモデル推計によると、

行 政 の 取 り 組 み に よ っ て 非 効 率 性 を 減 少 さ せ る こ と が で き る こ と が で き る

との結論を得た。まず中期的な取り組みとしては、市町村が裁量権を持って

いるが、学校の統廃合によって非効率性を減少させることができる。つまり、

児童が減少した時に学校の統廃合などをして、１学校当たり児童数を増やす

よ う に 学 校 の 数 を 減 ら す な ど の 努 力 を し て い る 都 道 府 県 は 非 効 率 性 が 減 少

するということが分かった。さらに、中井 (1996)で述べられているように、

小 規 模 校 化 は 本 来 児 童 の 減 少 に よ っ て 削 減 で き る コ ス ト を 削 減 し に く く し

ていると考えられ、本稿の結果も同様に、小規模校化は費用非効率をもたら

しているという結果になった。  

つぎに、短期的な取り組みとしては、都道府県が裁量権を持っている教員

の人事について、教員総人件費に占める兼務教員の人件費比率が高いほど非

効率性を減少させることができる。つまり、教員の調整を兼務教員を活用す

ることによって、都道府県は非効率性が減少するということが分かった。  

 また、非効率性の要因を検討した結果から、出生率の低い地域は、非効率

を増加させやすいということが分かった。つまり子供が多い地域ではこれま

で通りの政策を行えばよいが、子供の数が少ないと、 1 学校当たり児童数が

減り、費用はかえって増加して、かつ部活動などをすることが困難になった

りして、教育の効果が薄くなってしまう可能性がある。このような非効率性

に対処するためには、学校の統廃合などを行い、１学校当たり児童数を増や

すこと  (小規模校化の抑制 )  や兼務教員を活用することによって、教員の調
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整をするということが、有効である。そのようにすることによって、効率的

な教育運営を行っていくことが今後求められていると考えられる。  

 本稿は教育財政を経済的な効率性の側面から分析した論文である。一般的

に 教 育 の 質 と 考 え ら れ て い る 変 数 を 費 用 関 数 に 入 れ て 費 用 非 効 率 の 推 計 を

行ったが、教育学などでは教育について異なった視点もあるので、今後は経

済学以外の分野の成果視点も取り入れて、都道府県が行う教育財政運営に費

用非効率が発生しているか、検証することを課題としたい。  
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(補論 1：Time-varying decay inefficiency model での推計結果と Time-invariant inefficiency 

model での推計結果) 

 被説明変数：小学校教育費 

         (消費的支出) 
TI Model TVD Model 

変数名 係数(下段は標準誤差) 

ln(本務教員の賃金) 
0.5166*** 0.5225*** 

(0.0506) (0.0510) 

ln(児童数) 
1.0346*** 1.0357*** 

(0.0101) (0.0102) 

教育の質 
0.5566*** 0.5509*** 

(0.0938) (0.0913) 

学校 1 校当たり児童数 
-0.0005*** -0.0005*** 

(0.0001) (0.0001) 

長期欠席率 
-0.0051*** -0.0047*** 

(0.0011) (0.0012) 

特別支援学級割合 
0.0061*** 0.0057*** 

(0.0011) (0.0012) 

児童 1 人当たり面積 
0.1890*** 0.1854*** 

(0.0928) (0.0902) 

政令市ダミー 
0.0179*** 0.0179*** 

(0.0082) (0.0084) 

裁量 
0.0549*** 0.0516*** 

(0.0262) (0.0265) 

定数項 
1.1144*** 1.0642*** 

(0.4547) (0.4533) 

ln σ  
-5.26892*** -5.28041*** 

(0.76373) (0.7348) 

1/γ 
2.92231*** 2.9116*** 

(0.80106) (0.7719) 

μ（非効率項の平均） 
-0.01389 -0.00839 

(0.08345) (0.07803) 

η 
  -0.00985 

  (0.01366) 

対数尤度 683.92878 684.19424 

Wald  30822.58 29992.79 

wald P 値  0.0000  0.0000 

サンプル数 282 282 

wald はχ２乗値を表している。 

***は 1% ** * の有意水準  、 は 5%、 は 10%で

ここで、σ σ σ  γ σ /σ を表している。  
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(補論 2：トービットモデルでの推計結果) 

被説明変数：非効率性  

変数名 係数(下段は標準誤差) 

児童の変化率 
-0.00008 *** 

(0. .00002) 

学校の変化率 
0.00005*** 

(0.00001) 

教員総人件費に占める兼務教員の人件

費比率 

-.00004*** 

(0.00001） 

合計特殊出生率 
-0 .00479 *** 

(0. .00012) 

定数項 
1.06115 *** 

(0. .00016) 

対数尤度 1752.7449 

Wald 1966.21 

wald P 値  0.0000 

サンプル数 282 

wald はχ２乗値を表している。 

***は 1%、**は 5%、*は 10%での有意水準
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Abstract :  

Under  the  cu r ren t  f i sca l  condi t ions  in  many  loca l ,  reg iona l  as  wel l  as  the  na t iona l  

government ,  the  pub l ic  schools  face  the  subs tan t ia l  budge t  shor t fa l l s .   In  o rder  

to  a l l ev ia te  the  subs tan t i a l  budge t  shor tage ,  i t  i s  impor tan t  to  ra i se  e ff i c i ency,  

pa r t i cu lar ly  in  pr imary  educa t ion  as  the  cos t s  o f  p r imary  educa t ion  are  dominan t  

par t  o f  the  budget  spending .   Improving  the  produc t iv i ty  o f  human  cap i ta l  i s  a l so  

essen t i a l  fo r  p rov id ing  be t t e r  qua l i ty  se rv ice ,  and  th i s  can  be  a l so  ach ieved  by  

ra i s ing  e ff ic iency  in  pr imary  educa t ion .   This  paper  repor t s  the  empi r ica l  s tudy  

on  ineff ic ien t  educa t ion  spend ing  in  publ ic  schools ,  pa r t i cu la r ly  fo r  p r imary  

educa t ion  by  us ing  S tochas t ic  Fron t ie r  Analys i s  (SFA) .   By  apply ing  Tobi t  

Model  in  our  ana lys is  of  ineff i c iency  o f  pub l ic  schoo l  spending  in  pr imary  

educat ion ,  we  were  ab le  to  loca te  the  source  of  the  p roblem was  t r iggered  by  the  

decrease  in  the  number  of  schools  as  a  resu l t  o f  dec l in ing  b i r th  ra tes  and  the  

number  of  school  ch i ld ren .    Based  upon  our  s tudy  us ing  the  es t imated  cos t  

funct ions  re la ted  to  ineff i c iency  of  spend ing ,  we  conclude  tha t  the  l a rger  schoo ls  

wi th  g rea ter  number  of  s tuden ts  per fo rm bet t e r  a t  cos t  e ff i c iency  than  the  smal le r  

schools  wi th  smal le r  number  o f  s tuden ts .    
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